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菅
政
権
の
「
コ
ロ
ナ
対
策
」
へ
の
無

為
無
策
は
、
結
果
と
し
て
感
染
爆
発
と

な
り
ま
し
た
。
雇
用
は
失
わ
れ
、
賃
金

は
下
が
り
続
け
る
不
況
の
瀬
戸
際
に
あ

る
一
方
で
、
「
異
常
な
株
高
」
が
国
民

の
税
金
に
よ
っ
て
維
持
さ
れ
て
い
ま
す
。

「
コ
ロ
ナ
」
と
「
菅
政
治
」
の
二
重
の

害
悪
に
よ

り
、
日
本

社
会
は
行

き
詰
っ
て

い
ま
す
。

国
民
の
命

と
暮
ら
し

を
守
る
政
治
へ
の
転
換
、
医
療
体
制
の
.

再
構
築
へ
待
っ
た
な
し
の
情
勢
で
す
。

「
コ
ロ
ナ
禍
」
を
理
由
に
在
宅
勤
務

が
拡
大
し
て
い
ま
す
。
そ
こ
に
は
労
使

協
議
が
締
結
さ
れ
ず
、
感
染
拡
大
阻
止

を
理
由
に
進
め
ら
れ
ま
し
た
。
残
業
代

未
払
い
や
、
交
通
費
の
実
費
精
算
な
ど

で
、
総
枠
人
件
費
の
削
減
に
つ
な
が
っ

て
い
ま
す
。

教
員
の
職
場
で
は
、
変
形
労
働
制
が
、

北
海
道
の
よ
う
に
教
員
と
の
話
し
合
い

も
さ
れ
ず
に
、
条
例
で
決
め
る
と
こ
ろ

も
出
て
き
ま
し
た
。

厚
生
労
働
省
は
、
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ

ル
ス
感
染
拡
大
に
よ
る
非
正
規
雇
用
労

働
者
の
解
雇
が
約
4
万
人
に
迫
る
と
発

表
し
ま
し
た
。

21
春
闘
で
は
、
厳
し
い
情
勢
を
準
備

段
階
か
ら
織
り
込
み
、
コ
ロ
ナ
禍
で
一

層
と
切
実
に
な
っ
て
い
る
職
場
の
要
求

を
具
体
化
・
堅
持
し
、
労
働
組
合
の
存

在
と
力
を
発
揮
し
て
い
き
ま
し
ょ
う
。

1
月
15
日
に
は
、
全
労
連
・
春
闘
共

闘
が
「
経
団
連
会
館
包
囲
行
動
」
を
行

い
ま
し
た
。

11
時
に
厚
生
労
働
省
前
で
決
起
集
会

を
開
き
、
そ
の
後
丸
の
内
ビ
ル
街
を
デ

モ
行
進
し
、
経
団
連
会
館
ま
で
行
き
ま

し
た
。
集
会
で
は
、
東
京
医
労
連
の
代

表
が
「
現
場

で
は
、
過
酷

な
も
と
で
懸

命
に
働
い
て

い
る
。
医
療

経
営
も
厳
し

く
一
時
金
も

カ
ッ
ト
」
と
訴
え
て
い
ま
し
た
。
こ
の

行
動
に
は
三
百
人
が
参
加
し
ま
し
た
。

ま
た
、
１
月
27
日
に
中
野
ゼ
ロ
で
開

か
れ
た
「
21
国
民
春
闘
決
起
集
会
」
に

は
「
蜜
」
を
避
け
な
が
ら
三
百
人
が
参

加
。
コ
ロ
ナ
禍
だ
か
ら
こ
そ
労
働
組
合

が
元
気
に
声
を
上
げ
よ
う
と
、
団
結
を

固
め
合
い
ま
し
た
。
（
写
真
参
照
）

杉
並
区
労
連
議
長

高
田
勝
善

経済優先で内部留保・富裕層は増大 国民には補償なしで自助と罰則

防げ医療崩壊！ 病院のたらい回しはご免！ PCR検査の拡大を！

守れ雇用！止めるな最低賃金1500円の道！内部留保を賃金に回せ！

1月6日、新春行動（新宿駅西口）

1月15日、経団連会館包囲行動

国民の命を守るため奮闘している医療労働者

杉並区労連のQRコードです
メール↓ ホームページ↓



「２０２１年春闘は、単に成果の配分を

求める賃金闘争にとどまらず、日本経済の

大転換を目指す「世直し春闘」になるべき

である。世界の多くの学者・経済人が、新

型コロナウイルスのパンデミックによる世

界的な景気後退は、新自由主義的経済政策

あるいは資本主義の限界を露呈し、これま

での経済運営は大転換が必要であると言っ

ている。長期の低迷を続け、“失われた3

0年”になろうとしている日本にとって、

それは一層重要なことである」

「その成功のためには、政界、財界、労

働界を含めて覚悟が必要。労働組合が果た

すべき役割と責任は、とりわけ大きい(略)」

労働総研「全労連」との密接な協力・共同のもとに、民主的学者・研究者の結集と協力をえるとともに、既存の民主的調査

とは 研究諸機関の協力・共同をもすすめ、労働運動の必要に応えるとともに国民生活の充実向上にとりくんでいます。

内部留保の源泉は企業減税と低賃金
２０１９年度に８年連続で過去最高！ 内部留保は賃上げの資源！

賃上げや労働条件の改善は国内経済を押し上げる


